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 参考資料編-1 

1.  高度利用技術の紹介（「管理型海面処分場の早期安定化及び利用高度化技術に関する委員会（平成 28

年度）」委員会資料を再編集） 

管理型海面最終処分場の高度利用を可能とするための対策技術には、埋立終了後の暫定利用及び処分

場廃止後の跡地利用時における対策技術だけでなく、埋立終了前の段階において、護岸構造や埋立工法

上の対策により埋立終了後の高度利用を可能にするものも存在する。 

表-1に管理型海面最終処分場の高度利用を可能とするための対策技術の一覧を示す。表中、着色部分

が、他の技術との併用を問わず、単独で利用高度化を可能とする対策技術である。着色部分以外の利用

技術については、単独では利用高度化に効果があるわけではないが、他技術と併用することで利用高度

化に資する技術や、表層･中層利用等の跡地利用の促進に一定の効果を有する技術である。 

なお本表においては、現場での適用実績を有する技術だけでなく、アイデア段階や基礎実験の段階の

技術についても幅広く対象とした。 
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表-1 管理型海面最終処分場の高度利用を可能とするための対策技術（1/2） 

※着色部分の対策技術が利用高度化に資する技術である。 
ラ
イ
フ
ス
テ
ー
ジ 

対策技術 技術の概要 利用高度化効果 

適用対象 形質 

変更 

部位 

管理型海面

最終処分場 

での実績 

管理型海面最終処

分場の利用高度化 

技術の 

適用の時期 
技術的留意事項 規制上の留意事項 

廃棄 

物層 

基礎 

地盤 

技術 

熟度 

適用 

可能性 

計画 

時 

埋立 

中 

埋立 

後 

護
岸
建
設 

護岸本体部 

(中仕切り護岸を含む) 

海面処分場の外郭を構成する施設。構造形式として、重力式（ケ

ーソン等）や矢板式（鋼矢板、鋼管矢板等）、セル式、緩傾斜式

の実績が多い。 

土地利用計画を踏まえた平面配置(中仕切り護岸の配置の

工夫など)や、護岸形式とすることで、将来的に構造物の

設置を可能とする。 

例えば、廃棄物護岸の前面に岸壁を築造することで、遮水

性と外的安定性を分ける護岸構造等が考えられる。 

－ ○ － 有 1 中 ○   

跡地利用を踏まえた護岸構造形式の検討

が必要である。 

埋立計画段階で、土地利用計画を決定し

ておく必要がある。 

港湾計画時点での詳細な跡地利用計画の立案

に反映させる必要がある。また、計画の変更

を伴う場合には変更手続きが必要である。（公

有水面埋立法）。 

護岸基礎地盤 

(地盤改良) 

廃棄物埋立護岸の安定性を確保するため、基礎地盤を改良する

ことで強度増加等を図る工法。主な工法として、サンドコンパ

クションパイル工法（SCP）や深層混合処理工法（DM）がある。 

土地利用計画を踏まえた地盤改良範囲を設定することで、

将来的に構造物の設置を可能とする。 
－ ○ － 有 1 中 ○   

跡地利用を踏まえた改良範囲を設定する

必要がある。 

埋立計画段階で、土地利用計画を決定し

ておく必要がある。 

〃 

埋立地内基礎地盤 

(地盤改良) 

埋立地内の基礎地盤の安定性確保、及び遮水性確保のための地

盤改良で、主な工法として深層混合処理工法がある。 

土地利用計画を踏まえた地盤改良範囲を設定するととも

に、区画埋立工法を併用することで、将来的に構造物の設

置を可能とする。 

－ ○ － 無 1 低 ○   〃 〃 

埋
立 

区画埋立(分別) 
埋立地内を複数の区画に分け、将来の土地用計画に合わせた複

数の受け入れ基準を設定して埋立てる工法。 

埋立地内基礎地盤の地盤改良との併用により、早期廃止に

よる早期の利用高度化を可能とする。 
○ － － 有 － －  ○  

汚濁度の高い廃棄物を投入した区画(超

軟弱な廃棄物層)の対策が必要である。 
〃 

薄層埋立 
廃棄物を底開バージや浮き桟橋、フローティングコンベア等で

薄層に撒き出し、均一な地盤を造成する工法。 

区画埋立(分別)及び埋立地内基礎地盤の地盤改良の併用

により、早期廃止による早期の利用高度化を可能とする。 
○ － － 有 － －  ○  － 〃 

準好気性埋立 

(水位より上) 

地下水面下は安定型廃棄物で埋立て、陸化した時点で管理型廃

棄物を陸上埋立処分と同様の準好気性埋立を行い、保有水等の

汚泥成分濃度を低減させる工法。 

〃 ○ － － 有 － －  ○  － 〃 

維
持
管
理
・
跡
地
利
用 

盛土工 

覆土上に盛土を行い、盛土上で跡地利用を図る工法。跡地利用

にあたり、掘削廃棄物(覆土を含む)が発生しない。 

本工法は利用高度化に効果はない。 

－ － 表層 有 － －   ○ 

盛土により地盤沈下することから、既設

構造物(護岸や遮水工)への影響が懸念さ

れる。 

形質変更に伴い保有水等の浸透経路の変

化などに留意する必要がある。 

処分場の閉鎖から廃止までの期間は維持管理

基準が適用され、廃止後は最終処分場跡地形

質変更に係る施行ガイドラインが適用され

る。 

廃棄物の掘削・置換 

廃棄物層を除去(全層あるいは一部)し、良質土で置換えた後に

構造物等を建設する。廃棄物層の沈下対策、及びガス対策工法

として効果がある。 

本工法により土砂埋立地と同じ方法での構造物設置を可

能とする。 

○ － 
中層 

底層 
有 4 中   ○ 

形質変更に伴う掘削廃棄物の適正処理や

水処理が必要である。 

形質変更に伴い保有水等の水質、発生ガ

スの性状と量の変化、保有水等の浸透、

流出経路などの変化が懸念される。 

掘削廃棄物の処理方法については、処分場の
閉鎖後と廃止後で異なることが想定されるた
め、環境部局への事前確認が必要である。 
処分場の閉鎖から廃止までの期間は維持管理
基準が適用され、廃止後は最終処分場跡地形
質変更に係る施行ガイドラインが適用され
る。 

地
盤
改
良
工 

載荷盛土工法 

盛土荷重によって軟弱粘性土地盤を圧密促進させる工法。粘性

土地盤の支持力を増すとともに不等沈下を抑えることができ

る。 

本工法単独では利用高度化に効果はないが、底層を対象と

した構造物基礎工（杭など）との併用により、利用高度化

を可能とする。 
○ ○ 表層 有 － －   ○ 

載荷盛土による底部軟弱粘土地盤の圧密

沈下に伴う保有水等の浸透経路の変化な

どに留意する必要がある。 

処分場の閉鎖から廃止までの期間は維持管理
基準が適用され、廃止後は最終処分場跡地形
質変更に係る施行ガイドラインが適用され
る。 

バーチカルドレーン

工法(不貫通 SD) 

粘性土地盤内に遮水層を貫通させない砂柱を造成し、排水距離

を短縮することで粘性土地盤の圧密促進を図る工法。粘性土地

盤の支持力を増し、不等沈下を抑えることができる。 

〃 － ○ 底層 有 － －   ○ 

ドレーン打設にあたり、残留する遮水層

厚(粘性土層)を確実に確保する必要があ

る。 

〃 

プラスチックボード

ドレーン＋真空圧密

工法 

底面遮水層を 5m 以上確保できる位置で回収可能なプラスチッ

クボードドレーン工法と真空圧密工法の併用により遮水層の機

能を損なうことなく粘性土層の圧密促進を図る工法。粘性土地

盤の支持力を増すとともに不等沈下を抑えることができる。 

〃 － ○ 底層 有 － －   ○ 〃 〃 

振動締固め工法 

棒状の振動機を地盤中に挿入し、直接廃棄物地盤を締め固める

ことで支持力を増す工法。 〃 ○ － 中層 無 － －   ○ 

形質変更に伴い保有水等の水質、発生ガ

スの性状と量の変化、保有水等の浸透、

流出経路などの変化が懸念される。 

〃 

動圧密工法 
地表面に重錐を自由落下させ、廃棄物地盤を締め固めることで、

減容化と支持力増加を図る工法。 
〃 ○ － 中層 有 － －   ○ 〃 〃 

浅層/中層混合処理 

工法(固結工法) 

地盤内でセメントや石灰等の安定処理材を混合し、地中に柱状

の改良体を築造し、地盤の支持力を増す工法。 
〃 ○ － 中層 無 － －   ○ 〃 〃 

サンドコンパクショ

ンパイル工法 

地盤中に締め固めた砂柱あるいは砂礫柱を、振動あるいは衝撃

荷重によって築造し、地盤の支持力を増す工法。 
〃 ○ － 中層 無 － －   ○ 〃 〃 

深層混合処理工法 

地盤内でセメントなどの安定処理剤を注入しながら撹拌翼で混

合し、地中に柱状の改良体を築造する工法で、地盤の支持力を

増す工法。 

事前に廃棄物を掘削して良質土で置き換えたり、撹拌に伴

い廃棄物の連れ込みが無いことを確認することで、本工法

の施工が可能となる。 

施工後は、構造物設置のための基礎地盤として利用可能と

なる。 
－ ○ 底層 無 1 中   ○ 

形質変更に伴い保有水等の水質、発生ガ

スの性状と量の変化、保有水等の浸透、

流出経路などの変化が懸念される。 

遮水層を貫通する場合、遮水層の健全性を実
験等により確認する必要がある。 
掘削廃棄物の処理方法については、処分場の
閉鎖後、廃止後で異なることが想定されるた
め、確認が必要である。 
処分場の閉鎖から廃止までの期間は維持管理
基準が適用され、廃止後は最終処分場跡地形
質変更に係る施行ガイドラインが適用され
る。 

技術熟度 ：－ 単独では高度利用に資さない、1 アイデア段階、2 理論的研究、基礎実験の段階、3 実証が必要な段階、4 実際の施工事例がある段階 

適用可能性 ：－ 単独では高度利用に資さない、高 実用化の可能性が高く、経済性に優れ、管理型海面最終処分場での適用が有望視される技術、中 実用化の可能性は高く、管理型海面最終処分場での適用が有望視される技術、低 管理型海面最終処分場での適用に検

討要素がある技術 



 

 参考資料編-3 

表-1 管理型海面最終処分場の高度利用を可能とするための対策技術（2/2） 

 
ラ
イ
フ
ス
テ
ー
ジﾞ 

対策技術 技術の概要 利用高度化効果 

適用対象 形質 

変更 

部位 

管理型海

面最終処

分場での

実績 

管理型海面最終処

分場の利用高度化 

技術の適用の 

実施時期 
技術的留意事項 規制上の留意事項 

廃棄 

物層 

基礎 

地盤 

技術 

熟度 

適用 

可能性 

計画 

時 

埋立 

中 

埋立 

後 

維
持
管
理
・
跡
地
利
用 

構
造
物
基
礎
工 

フローティング基礎 

(＋ジャッキアップ) 

フローティング（浮き）基礎とすることで、杭を打設

することなく遮水層をそのままの状態で維持したまま

建物を建設する工法。不等沈下による建物傾斜の修正

はｼﾞｬｯｷｼｽﾃﾑにより行う必要がある。 

本工法は利用高度化に効果はない。 

○ － 中層 有 － －   ○ － 

掘削廃棄物の処理方法については、処分場

の閉鎖後、廃止後で異なることが想定され

るため、確認が必要である。 

処分場の閉鎖から廃止までの期間は維持

管理基準が適用され、廃止後は最終処分場

跡地形質変更に係る施行ガイドラインが

適用される。 

既
成
杭
打
設
工
法 

鋼管杭 

 

ケーシングチューブを回転(あるいは動揺)して地盤

内に押込み、内部の廃棄物をハンマーグラフﾞにて取

り除く。 

ケーシング内に廃棄物が存在しない状態とした上で、

杭を中掘りや打撃等により打設する工法。 

三重管基礎杭工法(場所打ち杭)をベースとし、外周管

を省略した効率的で安価な工法であり、底面遮水構造

を維持したまま基礎杭を打設する工法。 

様々な廃棄物による埋立地盤に対しても適用可

能で、三重管工法より経済的であることから、高

度利用化に対して高い効果が期待できる。 

－ ○ 底層 無 

3 

実 証 

試験済 

高   ○ 

･ケーシングチューブの最小外径が 1m程度であるため、
小径の杭に適用する場合には、掘削除去数量が多くな
り経済性に劣る可能性がある。 

遮水層を貫通する場合、遮水層の健全性を
実験等により確認する必要がある(ガイド

ライン) 
掘削廃棄物の処理方法については、処分場
の閉鎖後、廃止後で異なることが想定され

るため、確認が必要である。 
処分場の閉鎖から廃止までの期間は維持
管理基準が適用され、廃止後は最終処分場

跡地形質変更に係る施行ガイドラインが
適用される。 

･本工法は、杭打設と杭内の廃棄物の掘削除去を併用に
加え、杭先端部に連れ込まれた廃棄物を除去するため
の孔底処理を行うことを基本としており、必要な施工
機材が多様となる。 
･本工法は、中掘りによる杭打設と杭内の廃棄物の掘削
除去を併用する工法であるが、オーガースクリューを
用いて廃棄物層を掘削する場合、紐状の廃棄物が絡み
付くなどして掘進や排土が不能になる可能性があり、
オーガースクリューは廃棄物の掘削には適用が困難
となるおそれがあることに留意が必要である。 
･針金や未焼却の廃棄物（紐状）の廃棄物を含む廃棄物
地盤では、杭周面における廃棄物の連れ込みが生じる
ことが想定され、遮水性の低下が懸念されることに留
意する必要がある。 
･杭先端部における廃棄物の連れ込み防止対策として、
効果と適用性の確認が必要であるが、杭の先端形状等
の工夫も考えられる。 

鋼管杭 

 

 

杭の中空部に予めオーガースクリュー等を挿入し、削

孔と同時に杭を圧入する。杭が廃棄物層を貫通した

後、ハンマーグラブ等による杭内の廃棄物等の掘削除

去を併用する工法。 

本工法は、杭打設試験の結果から、杭打設により

廃棄物を連れ込むおそれが高いため、現時点では

推奨しない。 

○ ○ 底層 無 

3 

実 証 

試験済 

低   ○ 〃 

PHC杭 

 

 

 〃 

本工法は、杭打設試験の結果から、杭打設により

廃棄物を連れ込むおそれが高いため、現時点では

推奨しない。 

また、PHC 杭に対する打設工法や杭の防食につい

て十分な検討や確認が必要である。 
○ ○ 底層 無 

3 

実 証 

試験済 

低   ○ 

･焼却灰等に含まれる塩化物などに起因した高濃度塩
水とコンクリート表面が直接接触することで生じる
化学的浸食によるコンクリートの劣化が懸念される。 
･オーガースクリューを用いて廃棄物層を掘削する場
合、上段の鋼管杭の打設に関する留意点に加えて、PHC
杭は同外径の鋼管杭に比べ内径が小さいことから、廃
棄物地盤への杭打設時に杭内部の目詰まりが生じや
すく、杭本体に割れが生じる可能性がある他、杭の貫
入が不能となる可能性がある。 

〃 

鋼管杭 

 

 

 

･バイブロハンマーや油圧ハンマー等を用いた打撃工

法により杭を打ち込み、杭が廃棄物層を貫通した後、

ハンマーグラブにより杭内の廃棄物等を掘削除去す

るとともに、拡大掘削ビット及び底ざらいバケットに

よる孔底処理を併用する工法。 

本工法は、杭打設試験の結果から、杭打設により

廃棄物を連れ込むおそれが高いため、現時点では

推奨しない。 ○ ○ 底層 無 

3 

実 証 

試験済 

低   ○ 

･本工法は、杭打設と杭内の廃棄物の掘削除去を併用に
加え、杭先端部に連れ込まれた廃棄物を除去するため
の孔底処理を行うことを基本としており、必要な施工
機材が多様となる。 
･杭先端部における廃棄物の連れ込み防止対策として、
効果と適用性の確認が必要であるが、杭の先端形状等
の工夫も考えられる。 

〃 

鋼管杭(塗布剤塗布) 

 

 

 

 

〃 〃 ○ ○ 底層 無 

3 

実 証 

試験済 

低   ○ 

･上段の内容の他、塗布剤を補助的に使用することで、
遮水性の確保をより確実にすることができる。 

〃 

既成杭･場所打ち杭工法 

 

 

ケーシングチューブを回転(あるいは動揺)して地盤

内に押込み、内部の廃棄物をハンマーグラブにて取り
除く。 
ケーシング内に廃棄物が存在しない状態とした上で、

外周管を立込み、遮水性を確保した後、本杭を立込む
工法。 
底面遮水構造を維持したまま杭を打設する工法。 

様々な廃棄物による埋立地盤に対しても適用可

能で（施工実績有）、高度利用化に対して効果が

期待できる。 

 － ○ 底層 有 4 中   ○ 

利用高度化の実績はあるものの、施工コストが高く、
工期も長期化することに留意する必要がある。 

〃 

鋼管矢板井筒基礎 

鋼管杭を継手を介した完全な連続閉鎖型の井筒状(円

形、または矩形)に打ち込み、井筒の内部を掘削した後

にフーチングを構築し、その上に橋脚等を構築する工

法。 

鋼管矢板打設前に廃棄物層を掘削して遮水性材

料で置き換えたり、遮水性材料の性能や杭周面

（特に継手部）の遮水性等を確認することで、本

工法の施工が可能となる。 

－ ○ 底層 無 － －   ○ 

鋼管杭が連続するため、廃棄物掘削のためのケーシン
グが利用困難で、遮水性材料による置き換えとその性
能評価が必要である。 
廃棄物の掘削･置換との併用となるため、三重管杭工法
よりも高価となる。 

〃 

技術熟度 ：－ 単独では高度利用に資さない、1 アイデア段階、2 理論的研究、基礎実験の段階、3 実証が必要な段階、4 実際の施工事例がある段階 
適用可能性 ：－ 単独では高度利用に資さない、高 実用化の可能性が高く、経済性に優れ、管理型海面最終処分場での適用が有望視される技術、中 実用化の可能性は高く、管理型海面最終処分場での適用が有望視される技術、低 管理型海面最終処分場での適用に検

討要素がある技術 

＜利用高度化技術の適用事例＞ 

対策技術 事例の特徴（施工時の対策等） 事例 

場所打ち杭（三重管杭工法） 本杭打設に伴う廃棄物層撤去(オールケーシング工法)及び遮水機能維持のための外周管打設による三重管杭工法。 東京港臨海道路（東京ゲートブリッジ） 

廃棄物掘削・置換え 大型施設の躯体部の杭基礎化ならびにごみ層の除去。 夢の島処理場大型施設(杭基礎躯体部) 

廃棄物掘削・置換え＋鋼管矢板井筒基礎 鋼管矢板打設前の廃棄物層撤去(オールケーシング工法)及び置換え、保有水等流出防止のための鋼製遮水壁の設置。 第二名神高速道路桑名インターチェンジ 

※着色部分の対策技術が利用高度化に資する技術である。 

三重管基礎杭工法 
オールケーシング 
＋外周管打設 
＋本杭打設 

(一重管) 

中掘り･廃棄物

掘削除去併用 

(一重管) 

打撃･廃棄物掘

削除去併用 

(一重管) 

打撃･廃棄物掘

削除去併用 

(二重管) 

オールケーシ

ング＋本杭打

設 

(一重管) 

中掘り･廃棄物

掘削除去併用 
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2.  単管杭工法について 

（1） 工法の概要 

単管杭工法は、杭を直接、打撃あるいは中掘り圧入によって廃棄物地盤に打設し、杭が廃棄物地盤を

貫通した後、杭内の廃棄物等を掘削除去し、杭先端部における廃棄物の連れ込み等が無いことを確認し

た上で、杭を設計深度まで打設する工法である（図 2-1 参照）。 

杭が廃棄物地盤を貫通した後、杭内の廃棄物等はハンマーグラブにより掘削除去する。また、杭先端

部に連れ込まれた廃棄物を除去するために、拡大掘削ビット及び底ざらいバケットを用いた孔底処理を

行う。 

本工法については、実証試験結果（参考資料編 3.Ⅴ.参照）に示すように、杭打設による廃棄物の連

れ込みが確認されたため、現時点では採用してはならない。 

なお、本工法については、今後の技術の進展や知見の収集状況等を踏まえて、本指針の内容を見直す

ことも考えられる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2-1 単管杭工法概念図 

 

（2） 打撃･廃棄物掘削除去併用工法 

バイブロハンマーや油圧ハンマー等を用いた打撃工法により杭を打ち込み、杭が廃棄物層を貫通した

後、ハンマーグラブにより杭内の廃棄物等を掘削除去するとともに、拡大掘削ビット及び底ざらいバケ

ットによる孔底処理を行い、杭先端部に連れ込まれた廃棄物を完全に除去する。その後、杭先端部にお

ける廃棄物の連れ込み等が無いことを確認した上で、杭を設計深度まで打設する。 

 

 ①  技術の適用範囲 

本工法は、現時点では杭先端部において廃棄物の連れ込みがあることを想定している。 

杭打設により、底面遮水層へ連れ込まれる可能性がある石材やコンクリートがら、針金、未燃焼の廃

棄物（紐類）などが存在しないことが事前調査結果によって明らかである廃棄物埋立地盤に対しては、

試験施工により、ハンマーグラブによる杭内の廃棄物等の掘削除去後、杭先端部における廃棄物の連れ

込み等が無いことが確認された場合に限り、拡大掘削ビット及び底ざらいバケットによる孔底処理

（“（4）孔底処理”参照）の省略を検討することができる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

廃棄物層 

底面遮水層 

（在来粘性土層） 

支持層 

（砂礫層） 

本杭 

杭内の廃棄物等 

は掘削除去する 
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 ②  技術的な特徴 

○ 打撃工法によって杭が廃棄物層を貫通した後、杭内の廃棄物等の除去に、ハンマーグラブを使う

ことが基本となるため、杭内の廃棄物等の掘削除去が比較的容易である（“（5）（5）オーガース

クリュー使用にあたっての留意事項”参照）。 

○ 廃棄物の連れ込みの有無の確認や継ぎ杭などにより打ち込み作業が中断され、周面摩擦の影響か

ら杭打設再開時において杭の貫入が不能となる懸念がある場合に適応性が高い。特に、バイブロ

ハンマーについては、廃棄物の連れ込み防止対策を行うために一時的に杭を引き上げる場合にも

有効である。 

 

 ③  施工手順の概要 

図2-2に、施工ステップと各施工ステップでの確認事項、主な施工機械を記載した施工概要図を示す。 

杭打設にあたっては、廃棄物層を貫通して、底面遮水層（在来粘性土層）内に 1～2m程度貫入した時

点で、ハンマーグラブにより杭内の廃棄物等を除去する。この時、底面遮水層を掘削した際の排土に廃

棄物の混在が確認された場合には、更にハンマーグラブ等により杭内の廃棄物等の除去を行う。当該排

土に廃棄物が混在していないことが確認されるまで廃棄物等の除去を繰り返した後、杭先端部における

廃棄物の連れ込みの有無をカメラ観察により確認する。 

この時点で廃棄物の連れ込みが確認された場合には、拡大掘削ビット及び底ざらいバケットによる廃

棄物の連れ込み防止対策を実施し、再度、杭先端部のカメラ観察を行い、杭内の廃棄物が完全に除去さ

れていることを確認する。 

杭先端部のカメラ観察と併せて、杭打設によっても遮水性が確保されていることを確認するため、杭

内水位を保有水等の水位より 1～2m 程度下げ、24 時間以上水位観測を行う。 

これらの確認により、廃棄物の連れ込みや底面遮水層の遮水性に異常がないことを確認した上で、設

計深度まで杭打設を行う。 

なお、施工中における杭先端部の廃棄物目視確認及び杭内水位観測については、底面遮水層を 5m 以

上確保した深度までに完了するものとする。 
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 ④  施工手順（概要図） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2-2 施工概要図（単管杭工法：打撃･廃棄物掘削除去併用工法） 

機械セット 
杭打設 

(打撃工法) 

杭内廃棄物除去 
(ﾊﾝﾏｰｸﾞﾗﾌﾞ) 

杭内粘性土除去 
(ﾊﾝﾏｰｸﾞﾗﾌﾞ) 

杭内水位観測 
(24h) 

施
工
ス
テ
ッ
プ 

杭内廃棄物除去 
(底ざらい) 

杭打設 
(打撃工法) 
(設計深度) 

地盤高確認 
杭芯確認 

廃棄物除去深度確認 
廃棄物除去完了確認 

管
理
ス
テ
ッ
プ 

水位変化の確認 打ち止め深度確認 

水替工 

掘削後の杭内部の 
廃棄物目視 

除去深度確認 
除去完了確認 

杭内水位調整 

杭
打
設
完
了 

杭内廃棄物除去 
(拡大ﾋﾞｯﾄ) 

水替工 

掘削後の杭内部の 
廃棄物目視 

廃棄物除去深度確認 
廃棄物除去完了確認 

廃棄物除去深度確認 

杭打設 
(打撃工法) 

打ち止め深度確認 

主
な
施
工
機
械 

【杭内堆積物除去】 
・クローラクレーン 
・ハンマーグラブ 
・ｸﾛｰﾗ式杭打機 三点支持式 
拡大ビット装着 

・ｱｰｽﾄﾞﾘﾙ杭打機 
底ざらいﾊﾞｹｯﾄ装着 

・バックホウ 
・ダンプトラック 
・水替工（水中ポンプ、水槽） 

【本杭打設】 
・ｸﾛｰﾗ式杭打機 三点支持式 
ｵｰｶﾞｰﾓｰﾀ、ｵｰｶﾞｰｽｸﾘｭｰ搭載 

・ｸﾛｰﾗｸﾚｰﾝ 

杭
内

の
廃
棄

物
等
の

掘
削
除

去
が
必

要
な

範
囲
 

※底面遮水層（在来粘性土層）に 1～2m程度貫入した
時点で、ハンマーグラブ等を併用して杭内の廃棄物
等を除去する。この時、底面遮水層を掘削した際の
排土に廃棄物の混在が確認された場合には、更にハ
ンマーグラブ等により杭内の廃棄物等の除去を行
う。当該排土に廃棄物が混在していないことが確認
されるまで廃棄物等の除去を繰り返す。 
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（3） 中掘り･廃棄物掘削除去併用工法 

杭の中空部に予めオーガースクリュー等を挿入し、削孔と同時に杭を圧入する。杭が廃棄物層を貫通

した後、ハンマーグラブ等により杭内の廃棄物等を掘削除去するとともに、拡大掘削ビット及び底ざら

いバケットによる孔底処理を行い、杭先端部に連れ込まれた廃棄物を完全に除去する。その後、杭先端

部における廃棄物の連れ込み等が無いことを確認した上で、杭を設計深度まで打設する。 

 

 ①  技術の適用範囲 

本工法は、現時点では杭先端部において廃棄物の連れ込みがあることを想定している。 

杭打設により、底面遮水層へ連れ込まれる可能性がある石材やコンクリートがら、針金、未燃焼の廃

棄物（紐類）などが存在しないことが事前調査結果によって明らかである廃棄物埋立地盤に対しては、

試験施工により、ハンマーグラブによる杭内の廃棄物等の掘削除去後、杭先端部における廃棄物の連れ

込み等が無いことが確認された場合に限り、拡大掘削ビット及び底ざらいバケットによる孔底処理

（“（4）孔底処理”参照）の省略を検討することができる。 

 

 ②  技術的な特徴 

○ オーガースクリュー等により杭先端を削孔しながら杭を貫入するため、杭先端部において、針金

や未燃焼の廃棄物（紐類）の連れ込みはほとんど生じない。ただし、杭内部の廃棄物等を完全に

除去するためにハンマーグラブ等が必要となる。 

○ 針金や未焼却の廃棄物（紐状）の廃棄物を含む廃棄物地盤では、杭周面における廃棄物の連れ込

みが生じることが想定され、遮水性の低下が懸念されることに留意する必要がある。 

○ オーガースクリューは、焼却灰等を主体とした廃棄物地盤を削孔する場合、杭内の廃棄物等と保

有水等が混合し、泥状を呈する可能性があることに留意する必要がある（“（5）オーガースクリ

ュー使用にあたっての留意事項”参照）。 

○ 廃棄物の連れ込みの有無の確認や継ぎ杭などにより打ち込み作業が中断され、周面摩擦の影響か

ら杭打設再開時における杭の再貫入が不能となることが懸念される場合においては、1 ランク以

上高い打設能力を持つ打設機械を用いることが望ましい。 

 

 ③  施工手順の概要 

図2-3に、施工ステップと各施工ステップでの確認事項、主な施工機械を記載した施工概要図を示す。

杭打設にあたっては、廃棄物層を貫通して、底面遮水層（在来粘性土層）内に 1～2m程度貫入した時点

で、ハンマーグラブにより杭内の廃棄物を除去する。この時、底面遮水層を掘削した際の排土に廃棄物

の混在が確認された場合には、更にハンマーグラブ等により杭内の廃棄物等の除去を行う。当該排土に

廃棄物が混在していないことが確認されるまで廃棄物等の除去を繰り返した後、杭先端部における廃棄

物の連れ込みの有無をカメラ観察により確認する。 

この時点で廃棄物が確認された場合には、図 2-2 に示す拡大掘削ビット及び底ざらいバケットによる

孔底処理を実施し、再度、杭先端部のカメラ観察を行い、杭内の廃棄物が完全に除去されていることを

確認する。 

杭先端部のカメラ観察と併せて、杭打設によっても遮水性が確保されていることを確認するため、杭

内水位を保有水等の水位より 1～2m 程度下げ、24 時間以上水位観測を行う。 



 

 参考資料編-8 

これらの確認により、廃棄物の連れ込みや底面遮水層の遮水性に異常がないことを確認した上で、設

計深度まで杭打設を行う。 

なお、施工中における杭先端部の廃棄物目視及び杭内水位観測については、底面遮水層を 5m 以上確

保した深度までに完了するものとする。 
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 ④  施工手順（概要図） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2-3 施工概要図（単管杭工法：中掘り･廃棄物掘削除去併用工法） 

機械セット 
杭打設 

(中掘り工法) 

杭内廃棄物除去 
(ﾊﾝﾏｰｸﾞﾗﾌﾞ) 

杭内粘性土除去 
(ﾊﾝﾏｰｸﾞﾗﾌﾞ) 

杭内水位観測 
(24h) 

施
工
ス
テ
ッ
プ 

杭打設 
(中掘り工法) 

杭打設 
(中掘り工法) 
(設計深度) 

地盤高確認 
杭芯確認 

廃棄物除去深度確認 
廃棄物除去完了確認 

管
理
ス
テ
ッ
プ 

打ち止め深度確認 水位変化の確認 打ち止め深度確認 

水替工 

掘削後の杭内部の 
廃棄物目視 除去深度確認 

除去完了確認 

杭内水位調整 

杭
打
設
完
了 

主
な
施
工
機
械 

【本杭打設】 
・ｸﾛｰﾗ式杭打機 三点支持式 
ｵｰｶﾞｰﾓｰﾀ、ｵｰｶﾞｰｽｸﾘｭｰ搭載 

・ｸﾛｰﾗｸﾚｰﾝ 

杭
内
の
廃
棄
物
等
の
掘
削
除
去
が
必
要
な
範
囲
 

杭内廃棄物除去 
(底ざらい) 

杭内廃棄物除去 
(拡大ﾋﾞｯﾄ) 

水替工 

掘削後の杭内部の 
廃棄物目視 

廃棄物除去深度確認 
廃棄物除去完了確認 

廃棄物除去深度確認 

【杭内堆積物除去】 
・クローラクレーン 
・ハンマーグラブ 
・ｸﾛｰﾗ式杭打機 三点支持式 

拡大ビット装着 
・ｱｰｽﾄﾞﾘﾙ杭打機 
底ざらいﾊﾞｹｯﾄ装着 

・バックホウ 
・ダンプトラック 
・水替工（水中ポンプ、水槽） 
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（4） 孔底処理 

単管杭工法については、ハンマーグラブ等を併用した杭内の廃棄物等の除去（写真 2-1参照）を行う

他、杭先端部での廃棄物の連れ込みが確認された場合には、連れ込み廃棄物を確実に除去するために、

拡大掘削ビットや底ざらいバケット等を用いた孔底処理を必ず行わなければならない（図 2-4、図 2-5

参照）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2-4 拡大ビットによる杭先端部の拡大掘削のイメージ 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2-5 底ざらいバケットによる掘削底面の廃棄物除去のイメージ 
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写真 2-1 ハンマーグラブによる掘削状況及びハンマーグラブ本体の写真 

 

（5） オーガースクリュー使用にあたっての留意事項 

オーガースクリューを用いた廃棄物の掘削は、オーガースクリューに紐状の廃棄物が絡まることや、

石材やコンクリート殻により目詰まりが生じることがある。その結果、杭内部において掘削土が詰まり

排土されず、PHC 杭についてはひび割れが生じる可能性がある他、最悪の場合、杭の貫入が不能となる

可能性がある。 

加えて、廃棄物層下端付近においては、オーガースクリューの回転により廃棄物と杭内の保有水等が

混合することで泥状を呈することがある。このような状態でオーガースクリュー引き上げ、ハンマーグ

ラブによる杭内掘削を行う際には、泥状を呈した廃棄物に含まれる紐状の廃棄物や針金等がハンマーグ

ラブの可動部に絡まりグラブ先端部が開かず、杭内掘削が不能となる事態が生じる可能性がある。 

また、オーガースクリューの使用にあたっては、杭の内径、廃棄物の種類や大きさに応じたオーガー

スクリューの径及びピッチとする必要がある。また、施工にあたっては、廃棄物の種類に応じて掘削速

度を調整するとともに排土状況を観察しながら掘削を行い、必要により、一旦オーガースクリューを引

き抜き、オーガースクリューに密着している廃棄物等を取り除くなどの配慮が必要である。 

 

（6） 杭本体に関する留意事項 

杭内部の廃棄物を除去する場合、その施工には、ハンマーグラブやオーガースクリュー、底ざらいバ

ケット等を使用する。これらの施工機器の使用にあたっては、杭内側の空間と施工機器とのクリアラン

ス等を十分確認した上で適切な仕様を選定する必要がある。 

また、肉厚の大きい杭を打設する場合、杭先端部での廃棄物の連れ込みの可能性が高くなることが想

定される。この場合、中掘り工法やオールケーシング工法による廃棄物の掘削除去などの施工方法の工

夫や、必要により杭先端部を尖らせるなどの杭先端形状の工夫についても検討する（図 2-6参照）。 
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図 2-6 杭先端形状の工夫 

 

肉厚 t 肉厚 t 

杭
側
面 

杭
側
面 

通常の杭先端形状 杭先端形状の工夫 

←杭先端部を尖らせる 

（突起の装着や切削加工） 

杭
内
側 

杭
外
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（7） 杭の附属品等に関する留意事項 

○ SL杭について 

杭は、現場条件によって、杭に作用するネガティブフリクション※対策として SL杭が採用されること

も想定される。 

図 2-7 に示すように、現状における SL 杭は、保護金具などにより杭表面に段差が生じる。この段差

は、杭打設時に生じる周面摩擦を積極的になくすための役目もあり、本指針で想定している、杭周面の

遮水性を損なわずに杭を打設するという考え方とは相反するものがある。 

このため、SL杭の採用については、杭表面の段差がなくなるような構造の検討を含め、引き続き検討

する必要がある。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2-7 杭の付属物の構成の一例（SL杭） 

出典）SL ぐい製品仕様書（鋼管杭協会、平成 18年） 

 

 

 

 

 

 

※ 軟弱地盤に打設した支持杭において、杭周辺の地盤沈下に伴い、杭周面に作用する下向きの摩擦力
のこと。これにより、杭が地盤内に引き込まれるといった現象が発生する場合がある。 
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○ 先端補強バンドについて 

杭の打設に対する補強及び打込み性向上のために取り付けられる先端補強バンドについても、鋼管杭

外側に装着した場合、前節の SL 杭と同様、杭周面の遮水性能を損なわずに杭打設を行う考え方とは相

反するものがある。先端補強バンドについては、杭の内側に装着することが前提である（図 2-8 参照）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2-8 杭先端補強バンドの装着イメージ 

 

○ 塗布剤の塗布について 

補助的に杭表面に膨潤性止水材を塗布することで、杭周面の遮水性をより確実に確保することができ

る。膨潤性止水材は、杭と底面遮水層（在来粘性土層）との境界部の隙間に対する補強のための膨潤性、

杭打設中に廃棄物を連れ込まない変形特性の両者の機能を併せ持ち、通常は固体であるが吸水すると膨

潤してゲル状になる材料である。 

 

通常の杭先端補強バンド装着イメージ 

（鋼管杭外側への装着） 

↑ 杭先端補強バンド 

（杭内側への装着） 

杭先端補強バンドの 

鋼管杭内側への装着イメージ 

杭先端補強バンド→ 

（鋼管杭外側への装着） 

杭
側
面 

杭
側
面 

杭
内
部 

杭
側
面 

杭
側
面 

杭
内
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3.  杭工法に関連する高度利用又は技術実証試験等の事例 

Ⅰ.三重管杭工法の事例（「橋梁と基礎」2008-4 から抜粋） 
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Ⅱ.平成 26年度 東京港基礎杭打設試験工事（港湾空港技術研究所資料 No.1321 海面処分場における基

礎杭の適用性 －未処理廃棄物地盤における打設実験と杭周面透水試験－） 
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